
 １．地域未来投資促進法に係る手続フロー 

地域経済牽引事業 
例)成長ものづくり、農林水産・地域商社、第４次産業革命、観光・スポ 
 ーツ・文化・まちづくり関連、環境・エネルギー、ヘルスケア・教育サービス 

【主な手続きの流れ】 
 

①基本方針制定（国） 
②基本計画作成（市町村及び都道府県） 

※地域経済牽引事業促進協議会組織（任意） 
③基本計画協議（市町村及び都道府県⇒国） 
④基本計画同意（国⇒市町村及び都道府県） 
⑤同意基本計画公表（市町村及び都道府県） 

⑥土地利用調整計画作成（市町村(必要に応じて)） 
⑦土地利用調整計画協議（市町村⇒都道府県） 
⑧土地利用調整計画同意（都道府県⇒市町村） 

⑨地域経済牽引事業計画作成 
（事業者、事業者及び自治体(官民連携型)） 

⑩地域経済牽引事業計画申請 
（事業者⇒都道府県、事業者及び自治体⇒国） 

⑪地域経済牽引事業計画承認 
   （都道府県⇒事業者、国⇒事業者及び自治体） 
⑫地域経済牽引事業計画実行 
  （事業者、事業者及び自治体） 

 国の基本方針に基づき、市町村及び都道府県において地域経済牽引事業促進協議会が組織されて
いる時は当該協議会での協議を経て、基本計画を作成し、主務大臣に協議し、同意を得る。 

 同意を得た基本計画に基づいて実施する事業は、地域経済牽引事業計画を作成し、都道府県知事に
申請し、承認されると、当該計画に基づき各種支援措置を受けることができる。 

① 国 主務大臣が定める 基本方針 

協議 ③ 同意 ④ 

事業者、官民連携による 地域経済牽引事業計画 

 
 
 
 

市町村及び都道府県による 基本計画 

都道府県 

市町村 

土地利用調整計画 
必要に応じて作成 ⑥ 

協議 ⑦ 同意 ⑧ 

※ 
地域経済牽引事業 

促進協議会 
【任意で組織】 

⑫ 

⑨ 

申請 ⑩ 承認 ⑪ 

②、⑤ 
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 人口減少、過疎化が構造的に進展し、疲弊する地域経済を真の意味で活性化させていくためには、自治体が、地域の現
状・実態を正確に把握した上で、将来の姿を客観的に予測し、その上で、地域の実情・特性に応じた、自発的かつ効率
的な政策立案とその実行が不可欠。 

 このため、国が、地域経済に係わる様々なビッグデータ（産業構造、人の流れ、人口動態、等）を収集し、かつ、わか
りやすく「見える化（可視化）」するシステムを構築することで、自治体による様々な取組における、真に効果的な計
画の立案、実行、検証（ＰＤＣＡ）を支援する。 

ＲＥＳＡＳを用いて把握できること（一例） 

ＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）について 

RESASに関する最新の情報はこちらから 

http://resas-portal.go.jp/  

RESASのご利用はこちらから 

  https://resas.go.jp/ 

    （Google Chromeよりご覧ください） 

人口推計・推移、
人口ピラミッド、
転入転出が把握可
能に 
 
地域の少子化と働
き方の関係が把握
可能に 

①人口マップ 

自治体の生産・
分配・支出にお
けるお金の流
入・流出が把握
可能に 

②地域経済循環マップ 製造業・農林水産
業・小売/卸売業な
ど業種ごとに事業
者数・売上・付加
価値額などが把握
可能に 
 
 

③産業構造マップ 

企業の活動状況が
把握可能に 

 
国内企業の表彰・補
助金の採択状況が
把握でき、企業の発
掘に役立つ 
 

④企業活動マップ 国内、インバウ
ンド観光動向が
把握可能に 
 
どこからどこに
人が来ているか
把握可能に 

⑤観光マップ ⑥まちづくりマップ まちづくりに関する状
況が可能に 
 
不動産取引の価格・件
数が把握可能に 
 
通勤通学による自治体
間の移動が把握可能に 
 

利用目的別の大規模土地取引件数の推移 

雇用や医療・介護
の状況が把握可能
に 
 
職業分類ごとの雇
用需給が把握可能
に 
 

⑦雇用/医療･福祉マップ 

■有効求人数   ■有効求職者数 

自治体の財政力
指数や実質公債
費などの財政健
全度や歳出状況
が把握可能に 

⑧地方財政マップ 

２．逐条：国から市町村及び都道府県への情報提供【第８条】 
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目的 

工場立地法の緑地規制制度の概要 

工場立地の段階から周辺の生活環境との調和を保つ基盤を整備し、公害の発生をしにくくする体制を
整えさせることにより、早い段階での生活環境の保全を図ることを目的とする。 

対象工場 業種： 製造業、電気供給業、ガス供給業及び熱供給業（水力発電所、地熱発電所及び 
     太陽光発電所は除く） 
規模： 敷地面積 9,000㎡以上 又は 建築面積 3,000㎡以上  

国の基準 環境施設：25％以上（うち、緑地は少なくとも20％以上） ＊工場立地に関する準則 

２．逐条：工場立地法の特例【第9条、第10条】 
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 地域未来投資促進法に基づく特例制度 ※産業構造審議会工場立地法検討小委員会 6/14 諮問案 
 

 国の同意を受けた基本計画において、重点促進区域を定めた市町村は、重点促進区域内に工場立地特例対象
区域を指定し、条例により、対象工場の立地に際しての緑地面積率及び環境施設面積率を以下の範囲内で設定
することが可能。 

  
 ◇設定可能とする区域と面積率 

   「緑地面積率等に関する工場立地特例対象区域についての区域の区分ごとの基準」 
甲種区域 乙種区域 丙種区域 

住居・工業の用に供されている区域 主として工業等の用に供されている区域 
乙種区域のうち、一般住民の日常的な生活
の用に供する建築物が無い区域 

環境施設面積率 15％以上～25％未満 10％以上～25％未満 1％以上～15％未満 

うち、緑地面積率 10％以上～20％未満    5％以上～20％未満 1％以上～10％未満 



２．逐条：事業環境整備に係る措置の提案手続【第15条、第16条】 

 事業者ニーズを踏まえた事業環境整備によって、より確実に地域経済牽引事業が実施できることが期
待されることから、地方公共団体と事業者がコミュニケーションを図りながら事業を実施/促進していくため
に、事業者が地方公共団体に対して事業環境の整備に係る提案をできる制度を新設。 

 合わせて、地方公共団体による事業環境整備の促進のため、地方公共団体から国に対して規制の
解釈について確認できる措置を講ずる。 

地域経済牽引事業を行おうとする事業者 
承認地域経済牽引事業者 

基本計画を策定した地方公共団体 

事業環境整備の提案 

地方公共団体から国に対する 
規制等の確認措置 

（地域再生法等と同様） 

事業環境 
整備の提案 

国 

（１）地域経済牽引事業を行おうとする者及び承認地域経済牽引事業者は、基本計画を策定した地方公共団体に対して、地方公共
団体が講ずべき事業環境整備について提案できることとする（未承認の場合は地域経済牽引事業計画の素案を添える）。 

（２）地方公共団体は、地域経済牽引事業に係る「基本計画」に合致すると認めるときであって、（１）の提案を踏まえた措置を講ずる
必要があると認める時はその旨及び内容を、 （１）の提案に係る措置を講ずる必要がないと認めるときはその旨及びその理由を、
遅滞なく、提案をした事業者に通知するよう努める。 

（３）地方公共団体は（２）に当たり、主務大臣を通じて、規制所管省庁に対して規制の解釈及び適用の有無について確認すること
が可能。 

通知 
（努力義務） 

事業環境整備の例：公共データのオープン化、計画や制度の柔軟な運用、工場立地法、減収補てん等の条例整備、ワンストップ窓口 等 3 



手続の流れ 国の基本方針（第３条） 
 重点促進区域の設定に関する基本的な事項 
 土地利用の調整に関し配慮すべき事項 

重点促進区域及び土地利用調整区域の設定に関し必要な事項   
  ⇒ 重点促進区域は字又は旧市町村単位で、土地利用調整区域は地番等で設定すること等 

重点促進区域及び土地利用調整区域の設定の考え方   
  ⇒ 市街化区域内や農用地区域外での開発を優先すること等  

土地の農業上の利用との調整に関し必要な事項   
  ⇒  土地利用調整区域に農地が含まれる場合には農業上の効率的な利用に支障が生じないようにすること等 

土地の利用を調整するに当たり必要な事項   
  ⇒ 対象施設の限定や対象施設が周囲の市街化を誘発しないこと等   

都道府県及び市町村の基本計画 
（第４条） 

 重点促進区域の設定 
 土地利用の調整に関する基本的事項 

市町村の土地利用調整計画 
（第１１条） 

 土地利用調整区域の設定 
 地域経済牽引事業の内容及び規模 
 土地利用の調整に関する事項 

事業者の地域経済牽引事業計画 
（第１３条） 

 地域経済牽引事業の実施主体 
 地域経済牽引事業の用に供する施設に関する事項 
 当該施設の用に供する土地の所在、地番、面積等 

主務大臣による同意 

都道府県知事による同意 

都道府県知事による承認 

国による基本方針、都道府県及び市町村による基本計画、市町村による土地利用計画、事業者による地域経済牽引事業計画の作成
等の手続を前提に、第１７条の配慮規定を受けて、農地法・農振法の政令等を改正。調整が整った施設について、優良農地の確保を前
提に、農用地区域からの除外や農地転用が可能となるよう措置 

同様の手続を前提に、第１７条の配慮規定を受けて、都市計画法の開発許可制度運用指針を改正し、上記により都道府県知事が適
当であると確認している施設について、通常原則として許可して差し支えないものと位置づけ 

※土地利用調整計画に定められた区域に地域経済牽引事業の施設が位置すること 

※基本計画が基本方針に適合 

※土地利用調整計画が基本計画に適合 

２．逐条：農地転用許可、市街化調整区域の開発許可等に係る配慮規定【第17条】 
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２．逐条：中小企業者及び食品製造業者等に対する特例【第18条～第20条】 

 中小企業者が地域経済牽引事業を行うに当たり、民間
の金融機関から融資を受ける際に、信用保証協会によ
る信用保証のうち、普通保険等の別枠の追加保証や保
証枠の拡大を措置。 

【中小企業信用保険法の特例（第１８条）】 

【参考①：中小企業信用保険法に基づく付保限度額（一般分）】 

【参考②：中小企業信用保険法に基づく付保限度額の別枠化】 

【参考③：填補率の引上げ及び保険料率の最高限度の水準の引下げ】 

保険種類 対象企業者 対象資金 付保限度額 填補率 
普通保険 中小企業者 事業資金 ２億円 ７０％ 
無担保保
険 

中小企業者 事業資金、
無担保 

８，０００
万円 

８０％ 

特別小口
保険 

小規模企業者 事業資金、
無担保 

１，２５０
万円 

８０％ 

※第193回国会において「中小
企業信用保険法」の改正を行い、
特別小口保険の限度額を１，
２５０万円から２，０００万
円に引き上げ。 

  一般 特例 

普通保険の填補率 ７０％ ８０％ 

保険料率の上限 １００分の３以内 １００分の２以内 

【中小企業投資育成株式会社法の特例（第１９条）】 

 地域経済牽引事業として、地域の特性を生かした新事
業展開を図ろうとする中小企業者にあっては、資本金の
額が３億円を超えることも十分に考えられる。 

 本特例では、中小企業投資育成株式会社法の対象と
なる制約を解消し、同法が規定される初回投資の対象
を拡大する措置を講ずる。 

【参考：投資育成スキーム】 

国
（経済産業大臣）

地方公共団体
金融機関等

中小企業
投資育成㈱

中小・中堅企業

監督

出資

投資

育成

【具体的な措置の内容】 
地域経済牽引事業計画の承認を受
けた承認地域経済牽引事業者は、 

① 通常の投資対象（資本金３億円
以下の株式会社）に加えて、 

② 資本金額が３億円を超える株式
会社も 

中小企業投資育成株式会社からの
投資を受けることが可能になる。 

【食品流通構造改善促進法の特例（第２０条）】 

 需要の開拓等、食品製造業者等が行う地域経済牽引
事業において活用できるよう、食品流通の構造改善を担
う機構の業務追加の措置を講ずる。 

 【食品流通構造改善機構が行うことができる業務追加】 

① 承認地域経済牽引事業に必要な資金の借入れに係る債務保証 
② 費用の一部を負担して実施する地域経済牽引事業等への参加 
③ 食品製造業者等の委託を受けてする地域経済牽引事業の用に供する

施設の整備 
④ 地域経済牽引事業に必要な資金のあっせん 



   

• 地域団体商標制度は、 「地域名＋商品（役務）名」からなる地域ブランドを保護することにより地
域経済活性化を支援するもの。 

• 現行制度の登録主体は、農協、漁協等の組合、商工会、商工会議所及びＮＰＯに限定。 

• 近年、一般社団法人も、地域ブランドの普及に主体的に取り組んでおり、その新たな担い手として
貢献しているところ、今回の改正で、事業計画の承認を受けた一般社団法人を地域団体商標の 

＜特例措置のポイント＞ 

 地域経済牽引事業は、事業者が新たな技術を活用した事業展開を行うものや地域の特産品等を生
かした事業展開を行うもの等が想定される。 

 積極的な研究開発及び事業化を促すため、以下の措置を講ずる。 

  １．特許権の取得費用及び権利取得後の権利維持費用の軽減 

  ２．地域団体商標に係る商標権の取得費用及び権利の更新費用の軽減 

① 承認事業の成果に係る特許発明等（計画期
間の終了日から起算して２年以内に出願され
たものに限る）につき 

② 承認事業を行う中小企業者が納付する特許
料（１０年目まで）及び出願審査請求の手
数料を軽減 

承認地域経済 
牽引事業者 

(中小企業者) 

特許庁 

審査請求手数料 

特許料 

軽減 

１．特許料等の軽減 

２．地域団体商標に係る登録料等の軽減 

① 承認事業に係る商品又は役務に係る地域団
体商標の商標登録につき 

② 事業計画の承認を受けた者が納付する地域団
体商標の登録料（更新登録料含む）及び出
願手数料を軽減（事業計画期間内に登録を
受ける場合のもの等に限る。） 

承認地域経済 
牽引事業者 

特許庁 

出願手数料 

登録料 

軽減 

２．逐条：特許料等及び地域団体商標に係る登録料等の減免【第21条、第23条】 

＜イメージ図＞ 
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＜特例措置のポイント＞ 

以下の要件を満たした一般社団法人を事業計画期間
中に限り、地域団体商標の登録主体に追加 
 
① 事業計画の承認を受けていること 
② 定款で構成員の加入の自由を担保していること 
③ 事業計画に記載した商品又は役務に係る地域団体

商標の登録を受けようとすること 等 

 「仙台いちご」 

   全国農業協同組合連合会 

 「横濵中華街」 

  横浜中華街発展会協同組合 

 「小豆島オリーブオイル」 
 （香川県小豆島） 

  ＮＰＯ法人 
  小豆島オリーブ協会 

 「氏家うどん」 
 （栃木県さくら市） 

  氏家商工会 

組合等の地域団体商標の登録例 

商工会 商工会議所 ＮＰＯ 

 「中津からあげ」 
 （大分県中津市） 

  中津商工会議所 

（写真提供：小豆島町） 

事業協同組合 

 地域団体商標制度は、 「地域名＋商品（役務）名」からなる地域ブランドを保護することにより地域
経済の活性化を支援するもの。 

 現行制度の登録主体は、農協、漁協等の組合、商工会、商工会議所及びＮＰＯ法人に限定。 

 近年、一般社団法人も、地域ブランドの普及の新たな担い手として貢献しているところ、今回の改正にお
いて、地域経済牽引事業計画の承認を受けた一般社団法人を地域団体商標の登録主体に追加。 

都道府県知事等の承認により、一般社団法人が組合
等へ権利を譲渡できる仕組みを創設し、事業計画期間
終了後も組合等による商標の使用を可能とする。 

１．一般社団法人を登録主体に追加 

２．権利の譲渡スキームの創設 

農業協同組合 

２．逐条：地域団体商標の主体要件の緩和【第22条】 
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２．逐条：課税の特例【第24条】（地域未来投資促進税制） 

地域の強み（産業集積、観光資源、特産物、技術、人材、情報等）を活かした先進的
な事業について、設備投資をした場合、課税の特例の対象となる。 

地域経済牽引事業計画 
  

（承認のポイント）  
 ・都道府県の策定する基本計画に合致していること 
 ・地域経済に対して高い波及効果があること 
（主な支援措置） 

 課税の特例、金融支援、専門的アドバイス、規制特例 

策
定 

新たな法的枠組みにおける支援スキーム 

（承認の要件） ※１ 

●先進性を有すること 
 

課税の特例措置 
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※上記承認要件の他に、 
  ①総投資額が2,000万円以上であること 
  ②前年度の減価償却費の10％を超える投資額であること 
  （地方自治体が事業者として参画する場合を除く。） 
   ③対象事業の売上高伸び率（％） 
  ≧ 過去５事業年度の対象事業に係る市場規模の伸び率（％）＋5％ 
  かつ対象事業の売上高伸び率（％）がゼロを上回ることを満たすことが 
  必要 
 
 

都
道
府
県 

国 

対象設備 特別償却 税額控除

機械装置 40% 4%

器具備品 40% 4%

建物・附属設備・構築物 20% 2%

確
認 

承
認 

事
業
者 

※対象資産の取得価額の合計額のうち、本税制の 
 支援対象となる金額は100億円が限度 
※特別償却は、限度額まで償却費を計上しなかった 
   場合、その償却不足額を翌事業年度に繰り越すこ 
  とができる。 
※税額控除は、その事業年度の法人税額又は所得 
  税額の20％までが上限となる。 

※１ 生産活動の基盤に著しい被害を受けた地域を除く 

承認された事業計画に基づいて行う設備
投資に係る減税措置を講じる 

課税の特例の対象・内容 



２．逐条：減収補てん措置の概要【第25条】 

 地方税を課税免除または不均一課税した自治体に対し、減収額を交付税で補てん。 

【法律事項】 

 対象：地方公共団体による課税免除および不均一課税 

 対象税目：不動産取得税（都道府県）、固定資産税（市町村、３年間） 

 対象資産：土地・家屋・構築物 

 要件：承認地域経済牽引事業のうち主務大臣の確認を受けたもの（課税の特例と同じ要件） 

【総務省令事項】 

 対象自治体：財政力指数が０．４６未満の都道府県 
           

            財政力指数が０．６７未満の市町村 
               

 取得価額要件：農林漁業及びその関連業種5,000万円、左記以外の業種１億円   

 対象業種：業種指定なし 



２．逐条：財産処分の制限に係る承認の手続の特例【第26条】  

 地方公共団体を申請者に含む地域経済牽引事業計画については、補助金等適正化法第２２条に係
る財産処分の制限に係る承認の手続の特例を措置。 

 具体的には、地域経済牽引事業の実施に当たって必要となる補助金等交付財産の財産処分の手続
を簡素化するため、 
① 地域経済牽引事業計画に補助金等交付財産の活用に関する事項を記載し、 
② 国(経済産業省がワンストップ窓口)が地域経済牽引事業計画を承認する際に、当該補助金等交

付財産の財産処分の承認に係る審査を並行して実施 
  することにより、地域経済牽引事業者による財産処分に係る別途の申請は不要とする。 

対象例：補助金等で整備した施設の転用 
      ⇒宿泊施設等へのリノベーション 

 地方公共団体及び事業
者が共同で地域経済牽引
事業計画を申請 

＜手続簡素化のスキーム図＞ 

○補助事業者 

地方公共団体  
事業者 A省 

地域経済牽引事業計画 

補助金等交付財産の活用
に関する事項 

 承認審査 
   or 
 報告受領 

【ワンストップ窓口】 

経済産業省 

 地域経済牽引事業計画
の承認と並行して財産処
分の審査を実施 

B省 

 承認審査 
   or 
 報告受領 

財産処分に係る
承認申請 不要 

承認地域経済牽引事業計画 

※計画の承認プロセスと併せ
て、財産処分を承認 

財産処分に係る
承認申請 不要 
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国 
交付金（１/２） 

都道府県 
市町村 

 ①先駆性のある取組 

 ・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、中

核的人材の確保・育成 

  例）ローカル・イノベーション、ローカル・ブランディング

（日本版DMO）、生涯活躍のまち、働き方改革、小さな拠点 

等 

 ②先駆的・優良事例の横展開 

 ・地方創生の深化のすそ野を広げる取組 

 ③既存事業の隘路を発見し、打開する取組 

 ・既存事業の隘路を発見し、打開するための取組 

○本格的な事業展開の段階を迎えた地方創生について、更なる

深化のため、地方創生推進交付金により支援 

 ①地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的

で先導的な事業を支援 

 ②KPIの設定とPDCAサイクルを組み込み、従来の「縦割り」事

業を超えた取組を支援 

 ③地域再生法に基づく法律補助の交付金とし、安定的な制

度・運用を確保 

  ※ 地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画（５ヶ 

   年度以内）を作成し、内閣総理大臣が認定 

 
 
 
 

地方創生推進交付金 （２9年度予算額 1,000億円（28年度予算額 1,000億円）） 

事業概要・目的 対象事業・具体例 

資金の流れ 

具体的な 
「成果目標（KPI）」 

の設定 

「PDCAサイクル」 
の確立 

（１/２の地方負担については、地方財政措置を講じる） 

① 交付上限額の引上げ（事業費ベース） 

【都道府県】 先駆        6.0億円（28年度：4.0億円） 

       横展開・隘路打開  1.5億円（28年度：1.0億円） 

【市区町村】 先駆        4.0億円（28年度：2.0億円） 

       横展開・隘路打開  1.0億円（28年度：0.5億円） 

※ 地方の平均所得の向上等の観点から特に効果的な取組は、交

付上限額を超えて交付することが可能。 

② ハード事業割合 

・計画期間を通じたハード事業の割合は、原則として1/2未満。 

・ただし、1/2以上になる事業であっても、地方の平均所得の向上

等の観点から地方創生への高い効果が認められる場合は申請可能。 

29年度からの運用弾力化 

２．逐条：関連する施策との連携①【第３１条】  
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厚生労働省 

地域雇用創造協議会 
（同意自発雇用創造地域） 

外部有識者等 都道府県 

地域の経済団体 市町村 
（※１又は複数の市町村） 

都道府県労働局 

③委託 ①提案  

その他の地域関係者 

第三者委員会 

②選抜  

④実施 

実施スキーム 

同一地域における事業期間は３年度以内 

１地域あたり各年度２億円（複数の市町村で実施する場合は２．５億円）を上限 

実施期間 

事業規模 

対象地域 
             
                      次の①、②のいずれかに該当する地域 
           ① 最近３年間（平均）又は最近１年間の地域の有効求人倍率が全国平均（１を超える場合には１。０．６７未満である 
             場合には０．６７）以下であること  

           ② 最近３年間又は１年間の有効求人倍率が１未満であって、最近5年間で人口が全国平均以上に減少していること       

実践型地域雇用創造事業 

地域の特性を活かした重点分野を設定のうえ、以下の雇用対策事業を実施 

事業内容 

新規創業、新分野への進出、魅力ある職場づくりなど地域における雇用機会の拡大 
 例：創業や事業拡大に必要な技術、ノウハウを提供する研修 等 

①雇用拡大メニュー（事業主向け） 

地域の人材ニーズ等を踏まえた地域求職者の能力開発や人材育成 
 例：スキルアップ研修、職場体験（地域内企業、求職者等のニーズ、シーズに合った就職等 
に有益なもの） 等 

②人材育成メニュー（求職者向け） 

上記①②のメニューを利用した事業主・求職者などを対象に地域求職者の就職促進 
 例：求人情報の収集・提供、就職面接会の開催 等 

③就職促進メニュー 

地域の産業及び経済の活性化等に資する事業の実施による波及的な雇用機会の増大 
 例：地域ブランド商品の開発、販路拡大、観光誘客 等 

④雇用創出実践メニュー 

○  雇用機会が不足している地域における自発的な雇用創造の取組を支援 

○  産業振興施策や地域再生関連施策等との連携の下に、地域が提案した雇用対策に係る事業構想の中から、「雇用創造効果が高いと認められるもの」や「波及的に地

域の雇用機会を増大させる効果が高く地域の産業及び経済の活性化等に資すると認められるもの」を選抜 

≪概要≫ 

⑤評価  

企画書評価委員会 

２．逐条：関連する施策との連携②【第３１条】  
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２．逐条：関連する施策との連携③【第３１条】  

広活法による事業の実施イメージ 

 ①生産・物流機能の強化  ②観光活性化 

・・・拠点施設関連基盤施設整備事業（第２条第３項） 

・・・国土交通大臣による民間拠点施設整備事業計画の認定があった場合には、拠点施設整備事業（第７条第１項） 
  に対し、民間都市開発推進機構が出資等の拠点施設整備事業支援業務を実施することができる 

 国交省が所管する広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律（広活法）（※）と地域未来投資促進法の
連携を規定。それぞれの計画に相互の事業を位置づけることで、施策の相乗効果が期待できる。 
 ※都道府県によるインフラ整備事業を支援する交付金や一般財団法人 民間都市開発推進機構による出資を措置。 

※広活法に関する問い合わせ先：都道府県土木部局 13 
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２．逐条：関連する施策との連携④【第３１条】  
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２．逐条：関連する施策との連携⑤【第３１条】  
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地域での共通の対話のツールとしてのローカルベンチマークの活用の推進 

 企業の経営者等と金融機関、支援機関の対話を深める「入口」のツールとして使われる
ことを念頭に置いて、それぞれの利用者にとってわかりやすい、使いやすいものとして
ローカルベンチマークを開発。 

 地域の経済・産業の視点（第１段階）と個別企業の経営力評価の視点（第２段階）の２
つから構成される。 

ローカルベンチマーク 

情報収集 
財務情報・・・企業の過去の姿を映すもの 
非財務情報・・・企業の過去から現在までの姿を映し、将来の可能性を評価するもの 

ライフステージ 
と 

取組方法 

創業～成長段階 
 
→担保に頼らず融資 

中長期的な衰退が見える段階 
(黒字ながら先細りが見える、潜在的成長力がありながら苦戦等) 

→早めに気づき、対話・支援 

衰退～再生段階 
 
→再編・廃業支援 

地域の経済・産業の現状と見通しの把握 
 

 

第一段階 

把握すべきデータ
（例）  

・地域の産業構造 
・雇用状況 
・内外の取引の流れ 
・需要構造                 など 

○地域経済・産業の分析 
○各企業の地域経済に与える影響  
  等の把握 
○重点的に取り組むべき企業の特定 

第二段階 

個別企業の経営力評価と経営改善に向けた対話：財務情報と非財務情報から、企業の経営力や事業性を理解、評価 

 

16 

２．逐条：関連する施策との連携⑥－1【第３１条】  



「ローカルベンチマーク」(通称：ロカベン) 

http://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben 

 地域におけるローカルベンチマークの活用イメージ 
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国の各種施策への組み込み 

Fintech事業者等 
システムへの活用 

中小企業等経営強化法 

地域未来投資促進法 

事業承継ガイドライン 

・
・
・ 

２．逐条：関連する施策との連携⑥－2【第３１条】  

＜参考＞ 

問い合わせ先： 
 経済産業省産業資金課 
 直通：03－3501－1676 


